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役 員 報 酬 細 則

第 1条 (目 的)

この細則は、仮認定特定非営利活動法人バイオメディカルサイエンス研究会 (以下「バ

ムサ」と略す)定款第 19条 (報酬)に基づき、役員報酬について、基本事項を定める。

第 2条 (報酬)

役員には、総会の承認を得た範囲内で報酬を支払うことができる。

2.報酬の額は月額とし、金額詳細は理事長が別にこれを定める。

3.役員に就任した月か ら報酬を支給することができる。

4.役 員が退任 (死亡 した場合を含む)した場合は、その月分の報酬を支給することが

できる.

第 3条 (報酬の支払日)

役員の報酬の支払日は、原則、毎月一定の定まつた日に支払うものとする。

第4条 (報酬の支払い)

役員の報酬は、指定した金融機関の本人名義の口座へ振り込むことによって支払うもの

とする。

但し(法令又は規定に基づき、役員の報酬から控除すべきものがある場合には、その役

員に支払うべき報酬の金額から、その金額を控除して支払うものとする。

第5条 (費用弁償)

役員には、その職務を執行するために要した費用を弁償することができる。

2。 前項に関し必要な事項は、常任理事会の議決を経て、理事長が別に定める。

附則

この細則は、2015年 10月 1日 から施行する。
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職 員 給 与 細 則

第 1条 (目 的)

この細則は、仮認定特定非営利活動法人バイオメディカルサイエンス研究会 (以下「バ

ムサ」と略す)就業規則第 24条 (賃金及び通勤手当)の規定により、職員の給与 (賃金 )

及び通勤手当に関する事項を定めることを目的とする。

第 2条 (適用範囲)

この細則は、職員 (嘱託含む)と して採用されたものに対して適用する。

第 3条 (給与の定義)

この細則で給与とは、労働の対価として職員に支払われるものをいう。

第4条 (均等待遇)

職員の国籍、信条又は社会的身分を理由として差別的取り扱いをしない。

第 5条 (男女均等待遇)

職員の男女の性別を理由として差別的取り扱いをしない。

第 6条 (給与の決定)

給与は職員の勤務形態に応じて、理事長がこれを決定する。

第 7条 (給与の種類)

職員の給与の種類は次に掲げるものとする。

(1)手当

(2)活動費

第 8条 (給与計算期間および締日)

給与計算期間は毎月の 21日 から翌月 20日 までとし、 20日 を締日とする。

第 9条 (給与の支払日)

給与は毎月 25日 に支払 う。但し、支払日が 日曜日のときはその前々日、土曜 日・祝 日

など金融機関が休日のときはその前日に支払う。
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第 10条 (非常時支払い)

前条の規定に関わらず、次の各号の一に該当する場合には、職員又は遺族の請求があれ

ば給与支払日前であっても既往の労働に対する給与を支給する。

(1)職員が死亡し、解雇され、又は退職した場合。

(2)前各号のほか、やむをえない事情があると理事長が認めた場合。

第 11条 (給与の支払い方法)

給与は、原則、職員が指定した金融機関の本人名義の口座へ振 り込むことによって支払

つ。

第 12条 (給与の形態・本俸月額)

職員の給与は月給制とする。

2.職員の本俸月額は、本細則『別表』で定める額とする。

第 13条 (給与からの控除)

給与からの控除金は次のとおりとし、毎月給与支払いの際にこれを控除するものとする.

但し、パー トタイム職員については、法に規定されているものに限り控除する。

(1)源泉所得税

(2)健康保険 0介護保険・厚生年金保険・雇用保険の各保険料

第 14条 (時間外 0休 日出勤手当)

就業規則第 19条の時間外及び休日出動を命じた職員には、本細則『別表』による手当

(割増賃金)を支給する。

第 15条 (有給休暇の取り扱い)

所定労働日数および労働時間により、労働基準法の規定とおりとする.

2.就業規則第22条 (夏季特別休暇)、 第 23条 (慶弔及びその他特別休暇 :女子職員

の生理休暇及び出産前後の休暇等)の有給休暇を認める。

第 16条 (通勤手当および活動経費)

職員の通勤手当 (交通費)は、職員の通勤に要する運賃等の実費に相当する額を支給す

る。

2.バムサ活動に関わる所用経費については本細則『別表 』の定めにより支払う。

第 17条 (昇降給)



業績および勤務成績を勘案し昇給させることができる。

2.業績、勤務成績および社会経済情勢により降給させることができる。

附則

この細則は、2015年 10月 1日 から施行する。
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書式第 17号 (法第 55条関係)

54 2 3 した書類

1 資金に関する事項 [①収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項]

※ 丸数字は、特定非営利活動促進法第54条第2項第3号に定める事項の詳細について規定している特定非営利活動

特定

バイオメテ
゛
ィカルサイエンス石肝究会

令和 2年 4月 1日 ～

令和 3年 3月 31日法人名 事 業 年 度

(1) 収益の源泉別の明細

借入金の

その他

収 益 源 泉 の 内 訳 金    額

正会員受取会費 1,535,Oα)円

賛助会員受取会費 6,200,000円

特別会員受取会費 3,000,000円

准会員受取会費 93,000円

10,657,186円

0円

8,083,6a)円

78,515,861円

1,345,450円

83円

講師派遣 (社内ハ
゛
材トフティ講習会他)

国際協力 (ガ サ野口研究所コンサル他)

受話業務収益 (感染症対策施設支援他 )

受託試験・検査収益 (殺菌効果試験他)

講習会・研修会収益 (ハ

゛
イれ―フティ技術講習)

受取利息

雑収益 194,064円

受取寄附金 565,000円

合 計 110,189,334円

先借

円

円

円

円

円

円計ノゝ
ロ

金    額入

借入無し

し特

1 していま32 以 じです。



2 資産の譲渡等の内容に関する事項 [②資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項]

資産の譲渡に係る料金及び条件等

(2)資産の 係る料金及び条件等

貸 付 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等

該当なし 円

円

役務の提供に る び条件等

料 金 条  件  等譲 渡 資 産 の 内 容

該当なし 円

円

認定更新

ハ'イオセーフティ講習会受講料 基礎コース

主任コース

別紙年間掲載料参照

未実施要項従来通り参照

詳細別紙

未実施要項従来通り参照

認定更新料

受託料

ジャーナル広告料

受託試験

バムサ

34"000円～

42,000F]～

円

円

― 円

一 円

8,000円

円

役 務 の 提 供 の 内 容 条  件  等料 金
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2019年 度・後期<基礎コ― ス 0第 47期 >実施要項

コース名 :バイオセーフティ技術講習会 基礎コース第 47期

講習期間 :2019年 12月 10日 (火)～ 12月 12日 (木)の 3日 間

日程概要 :時間は現在の予定時間です。正しくは別紙 「カリキュラム」によります。

第 1日 目 2019年 12月 10日 (火)9:30～ 19:00 座学・特別講演 。意見交換会

第 2日 目 2019年 12月 11日 (水)9:30～ 17:20 座学・実習 。実験施設見学

第 3日 目 2019年 12月 12日 (木)9:30～ 17:40 座学・実習・認定試験

(第 2、 3日 目は受講者を班分けして、座学と実習を交代で実施します)

会  場 :① 川崎生命科学・環境研究センター (LiSE)1階会議室、セミナー室

②バイオテック・ラボ (ライフイノベーションセンター内)

③ 地方独立行政法人 神奈川県立産業技術総合研究所 殿町支所

所在地等は本要項の表紙を参照。別途、地図をお送りします。

5。 対象分野 :微生物試験検査・研究関係、医療関係、保健衛生関係、医療施設設備関係、食品衛生関係、

医理化学機器関係、ビル衛生関係、医療廃棄物関係、介護関係その他バイオテクノロジー関

連の各分野

6.受講資格 :上記各分野の施設 (事業所)に所属し、当該施設の責任者が推薦する者

7.受 講 料 :以下の区分によります。

① 特別会員              1名 34,000円 (1施設 3名以内)

② 賛助会員、国公立機関職員      1名 44,000円 (1施設 3名以内)

③ 個人正会員             1名 49,000円

④ 一般参加者 (① ,②,③に該当しない方 )1名 54,000円

*受講料のお支払いは講習会が始まる前にご入金下さい。

*請求書の発行については受講申込受付確認後、順次お送りします。

*受講料には資料代、意見交換会費、実習用予防衣等の消耗品などを含みます。

*一旦、納入された受講料は、原則として返却いたしません。

8。 募集定員 : 56名 (定員になり次第締切らせていただきます。ホームベージに掲載)

9。 申込方法 :別紙「受講申込書」にご記入の上、バムサ事務局宛FAX送信又は E‐ma■ 送

信でお申込み下さい。(申込書のオリジナルは郵送して下さい。)

10.申込期限 :2019年 11月 15日 (金)まで。

ただし、定員に達し次第、期限前でも受付を終了させていただきます。

11。 そ の 他 : 宿泊施設等につきましては、恐縮ですが受講者でお手配ください。

特定非営利活動法人 バイオメディカルサイエンス研究会

〒141‐0021東京都品川区上大崎 2‐ 20‐8(3F)(

'「E]L:03‐ 5740‐6181  Fい LX:03‐ 5740‐6185

  URL:http:〃 www.npo・ blmsa.org

4

[事務局 。問合わせ先]

3



令和元年度 主任管理コース・第 24期 実施要項

1.コース名 :バイオセーフティ技術講習会 主任管理コース・第 24期

2.講習期間 :令和元年 9月 25日 (水)～ 9月 27日 (金 )、 3日 間

第 1日 目:9月 25日 (水)講義 (座学)、 意見交換会

第 2日 目:9月 26日 (木)ラウンドディスカッション、デモンストレーション

第 3日 目:9月 27日 (金)講義、実習、ケーススタディ、認定試験

3.会  場 :①イカリ消毒 (株)LCス クエア セミナールーム

②バムサ・環文研研究棟

4.対象分野 :微生物試験検査・研究開発関係、医療・保健衛生・介護関係、医薬品製造

関係、医・理化学機器関係、食品衛生関係、ビル衛生関係、医療廃棄物関係、

バイオ施設・設備関係、バイオ研究開発関係、他バイオ関連分野。

5。 受講資格 :原則として、並塾 生≦E劇区コ量翼≧_聾壁凝D_工涯墨生_当該巫甦_選壁壁塑」2_堕型

逆壁痘二塁璽Q型」褻≧ヒ邊当亜l登ム…_6璽里△塾ニユL△國 型ユ _

① バイオ関連実務経験者で「基礎コース」の認定後1年以上の方。

② バイオ関連分野で3年以上の実務経験があり、上記認定者と同程度の

知識。技術を有している方。

6.受 講 料 :① 特別会員、            :1名 42,000円 (1施設2名以内)

② 賛助会員、国公立職員      :1名 52,000円 (1施設2名以内)

③ バムサ正会員 (個人)      :1名 62,000円

④ 上記以外の受講者 (一般)    :1名 72,000円

*受講料には資料代、実習用機材・消耗品費、意見交換会費等を含みますが、こ

れらのうち不要なものがあっても受講料は同額です。

7.定  員 :35名 (但 し、定員になり次第締切らせていただきます。HPに掲載)

8.申込期限 :令和元年 9月 3日 (火)

9。 申込手続 :下記 5 pg.「受講申込書」に記入の上、事務局宛へFAXでお申込み下さい。

10。 そ の 他 :①受菫:生込髪i=:基!L.堅:壺1墾塾_生i塗旦:=.る.生ヱ:塾直憂l田l堕:璽型l■l=:旦.堕二■o

②昼食二旦重主主主上重二。

③当日持参する物は文具類を除き、予防衣など特別な物は不要です。

④今期からバイオメディカルサイエンス研究会編集「バイオセーフティの原理と

実際」補助資料版を用意します。このため受講料が 2,000円 上がりますので

ご了承ください。

以 上

[事務局]

NPO法人 バイオメディカルサイエンス研究会 (バムサ、BMSA)

〒141-0021 東京都品川区上大崎2-20-8日 本感染症医薬品協会ビル3F
TEL:03-5740-6181    FAXI:03-5740-6185

一
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令和 3年 2月 吉日

「レポート」による

バイオセーフティ技術 (主任管理コース)認定更新対象者各位

NPO法人 バイオメディカルサイエンス研究会

理事長  i頼 島 俊 介

バイオセーフティ技術認定更新手続きの件

春寒の候、益々ご健勝のこととお慶び申し上げます。

平素、当研究会の活動にご協力いただき、誠にありがとうございます。

さて、新型コロナウイルス拡大の影響により更新手続きができなかった令和元年度未更新者および令和2年度更

新対象者に対し、今回レポート課題を提出し、さらに単位表の提出していただくことで、バイオセーフティ技術認定

更新とさせていただくこととなりましたので、下記によりご提出くださるようお願いいたします。

記

1.レポート課題 :以下の 3題について記述してください。

①病原体又は遺伝子組換え生物のどちらかについて、バイオリスク評価の手順と注意点について箇条書きで

説明せよ。

②病原体等を国内で輸送するときの注意事項を列挙せよ

③過去3年間のバイオセーフティに関するご自身の活動について記述せよ。(できれば、皆様にアピールすべ

き事柄や、反省点などがありましたら、欄外にお書き下さい。今後のバムサの活動に活かしたいと思います。)

2.レポートの記述要項

1課題に対し、A4用紙 (1枚約1,400字)1枚以上3枚以内に、本文の文字の大きさはMS明朝体の 10.5ポイン

トを使用し、マイクロソフトワ~ド使用 (原則)で要領よくまとめてください。I旦±鮨型重に主主、塁
=査

」登」と2よ」0口亜 L_昼こ

盈塁塁△笠 :菫壁

3.レポートの提出期限

令和3年3月 31日 (水 )までに下記事務局に郵送してください。

4.結果通知と認定更新証明書

提出されたレポートおよび単位表の提出により今後約3年間の更新が認められた場合、「認定証」を発行いたし

ます。認定証は結果通知に代え、送付いたします。(単位表は別添ご使用下さい。単位表エクセル版ご利用の場合

は、事務局 お申しつけ下さい)

壺!≧:盤量l匡i型里重.立Iユ!旦.豊:墾ユ.本:塁翼1醒:量i聖121生:二l鷹全二I塁墜!匡:望:堕iコIL)」 !螢:墾:2:型聾二IE.型 !L`翌型1昼亜L.ユ

5。 認定更新料等

認定更新料 5,000円、および評価料 3,000円 全量
=壼

⊆n巴塑塑立

更新料のお振込期限はレポート提出期限と同じく3月 31日 (水)までに下記口座にお振込下さい。

振込先日座 :みずほ銀行 高田馬場支店 普通 口座番号

回座番号 :バムサ・バイオセーフティ ダイヒヨウ セジマシュンスケ

*振込手数料はご負担下さいますようお願い申し上げます。

【事務局:連絡。問合せ。レポート送付先】

〒141-0021東京都品川区上大崎 2-20-8-3F

NPO法人バイオメディカルサイエンス研究会(略称:バムサ、BMSA)

TEL:03-5740-6181 FAX:03-5740-6185 E
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受託試験に関する見積項

⌒  ハ
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Lc餞容説明
/へ げ
(  lヽグ:

備   考
計算方法

内   訳
項 目

細菌 :@43,000円
ゥィルス :@60,000円供試微生物液調整費 同時に大量処理する

場合は値引きあり
・

細菌 t@71000円
ゥイルス :@20,000円'MHMr'ftfiu'E*

基本費用

特殊な場合はloo%を
超える場合もある

試験費用に対して次の割合で設定

①簡易な試験 :20%
②熱練を要する試験 140%

③独創性が高い試験 :60%
uM虫倉ll及度の 易難試験

て 設 定し慮考を

レンタル機器など当

該検査に使用する機器

の費用が確定している

1場合はその金額
試験費用の20%で設定試験に用いる機器類の

消耗、光熱水費、施設管

理使用料などの概算額
施設費

暉
=
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バイオメディカルサイエンス研究会会誌

会誌2概要 :

年 4回発行 (1,4,7,11月 、各月上旬発行 )

平均ページ数  30ページ

発行部数  700部
」杢:盤

A4、 単色オフセット印刷

契約Q種:類二
1年契約 :申 し込み時点から1年間(4回)掲載

2年契約 :申 し込み時点から2年間(8回 )掲載

3年契約 :申 し込み時点から3年間(12回 )掲載

昼:睡_

版下・原稿の受取りについては別途打ち合わせさせていただきます。

ご変更のある場合は、お早めに事務局までご連絡下さい。

申込.聖堕塾
申込用紙にてお願いいたします。

送付先 :バイオメディカルサイエンス研究会

〒140-0021東京都品川区上大崎 2-20-8

日本感染症医薬品協会ビル 3

TEL:035740-6181 FAX:03-5740-6185

広豊.盪のお茎塾霊堕型三
出来上がった該当巻号会誌と共に請求書を送らせていただきます。

′
〓

「

3年 1甦約甦約契約期間 1年 1

半ページ4  o   、ヽ

1へ~ン 半ページ 1ページ掲載場所 1ページ 半ページ
88,000× 3

108,000× 3

98,000× 3

48,000× 31

58,000× 3

53,000× 3

50,000

60,000

55,000

89,000× 2

109,000× 2

99,000× 2

49,000× 21

59,000× 2

54,000× 2

普通ページ

おもて表紙内側

うら表紙内側

90,000

110,000

100,000



3 取引の内容に関する事項 [③次に掲げる取引先、取引金額その他その内容に関する事項 イ 収益の生ずる取引

及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の最も多いものから順次その順位を付した場合におけるそれぞれ

第一順位から第五順位までの取引 口 役員等

生 の 5

(2)費用 る取 |の 5者

(3)役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の親族等との取引

イ 資 )

取引金額

6,537,080円

7,127,2α〕円

細菌受託業務

細菌受託業務

氏名又は名称 住所又は所在地 取 引 内 容 等

4,295,L20H コンサル受託業務

細菌受託業務3,770,200円

3,493,760円 細菌受託業務

取 引 内 容 等取引金額氏名又は名称 住所又は所在地

実験材料費・講習会会場費5,635,360円

4,380,200円 実験材料費・講習会会場費

講習会支援 0実験支援業務4,263,000円

事務所家賃3,636,000円

2,865,000 FI] ラボ施設費

譲 渡 価 格取引先の氏名等

該当なし

譲渡資産の内容等住所又は所在地

円

円

譲 渡

年月日

法人との

関  係



役務提供の内容等取引先の氏名等
の

関

係

法人 と

住所又は所在地
役務の提供年月

日

対 価

の 額

2.4。 1‐ 3.3.31 2,865,000円 ラボ賃借料

実験材料費)機材2.4.1・ 3.3.31 5,635,360円

ラボ設備点検2.4.1‐ 3.3.31 517,000円

2.4.1‐ 3.3.31 924,000円 中小企業

2.4.1‐ 3.3。31 379,500円 ハ・ムサ講習会支援

379,500円 ハ・ムサ講習会支援2.4.1‐ 3.3。 31

957,000円 税理士2.4.1‐ 3.3.31

390,000円 コンサル業務2.4.1‐ 3.3.31

コンサル業務2.4.1‐ 3.3.31 1,195,000円

2.4。 1‐ 3.3.31 125,000円 試験業務他

2.4。 1‐ 3.3。31 417,500円 コンサル業務

60,000円 BS社外講師料2.4.1‐ 3.3.31

2,320,000円 実験委託2.4.1‐ 3。3.31

910,000円 BS講習会業務2.4.1‐ 3.3.31

原稿料
2.ll.9

9,000円

2.4.1・ 3.3.31 360,000円 コンサル料

460,000円 コンサル料2.4.1‐ 3.3.31

2.5。25
47,500円 BS社外講師料

中小企業業務2.4.1‐ 3.3.31 360,000円

170,000円 中小企業講師料2.4.1‐ 3。3.31

口 資産の貸付け (金銭の貸付けを含む。)

ハ 役務の提供 (施設の利用等を

取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

貸 付

年月日
対 価 の 額 譲渡資産の内容等

該当なし 円

円



2。 11.9 9,000円 原稿料

2.11.9 12,000円 原稿料

2.10′15～27 88,000円 実験機材使用料

2.4.1‐ 3.3.31 60,000円 BS講師料

6,000円 原稿料2.5.25

6,000円 原稿料2.5。25

6,000円 原稿料2.8.27

12,000円2.8.27

氏 名 寄 附 金 額 受 領 年 月 日

該当なし 円

円

4 寄附者に関する事l項 [④寄附者 (役員、役員の親族等で、当該法人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が

20万円以上で るもの る。)の

に る事項 [⑤給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関すＦ
Э

左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額給 与 を 得 た 職 員 の 総 数

13, 058, 202円12人

□ 支出した寄附金に関する事項 [⑥支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日]



支出年月日 支出先の名称 所 在 地 寄附の目的等 支出した寄附金額

円

一

円

円

該当なし

合   計

7 海外への送金等に関する事項 (その金額が200万円以下の場合に限る。)[⑦200万円以下の海外への送

金又 しを行った場合に 日

実  施  日 使 途 金   額

円

該当なし

円

円

円

円

円

円

円

円

円



チェック欄法人名 特定非営利活1助去ノu・ イオメディカルサイエンス研究会

○
3運営組織及び経理に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ3分の1以下であること

(1)役員及びその親族等

{2}特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等

口 各社員の表決権が平等であること

ハ 会計について公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、

録及び帳簿書類の保存について青色申告法人に準じて行われていること

二 支出した金銭の費途が明らかでないものがある等の不適正な経理が行われていないこと

取引の記

イ

項  目 最も人数が多

い「親族等」の

グループの人

数

割 合
最も人数が多い「特定の法

人の役員又は使用人であ

る者及びこれらの者の親

族等」のグループの人数

割 合

役員数

②÷① ④÷①

① ② ③ ④ ⑤
区 分

③
令和 2年 4月 1日 ～

令和 3年 3月 31日 15人 0人 0% 0人 0%

⑤ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

申 目 時
人 人 % 人 %

(注 1)

C主 2)

各欄の人数等は、第3表付表1 日晨員の状況」から転配してくださしヽ

③及1訳〕こついて|よ 小数点以下第2位を切り捨て師 を記載してくださしヽ

各社員の表決権が平等である ④ ⑮ ◎ ① ◎ ①

上記を証する書類の名称とその内容等
はい はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ定款第29条第 1項に「会員の表決権は平等なもの

とする。」と

'切

色
いいえ

申請時

はい

いいえ

書式第7号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 3表) 〔亜塵】

健憲申ロ

・ 認定基準等チェック表 (第 3コ :よ 法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出■関Dの提出時においても記載及び添

付する必要があります。その場合、上記口の記載の必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつて:ム 法第55条第1項 |こ基づく書類 (`猥報酬規澤等提出書類)に配載した事項について、

添付を省略することができます。



ハ

項 目 ③ ⑮ ◎ ① ◎ ①

会計について公認会計士又は監査法人の監査を受け

ている

はい はい はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえいいえ

帳簿書類の備付け、取引の記録及び帳簿書類の保存

を青色申告法人に準じて行っている いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

申請時

はい

いいえ

はい

いいえ

項 目 ④ ⑤ ◎ ① ◎ ① 申請時

費途が明らかでない支出がある、帳簿に虚偽の記

載がある等の不適正な経理の有無
有 有 。無 有・無 有 。無 有・無 有 。無 有・無

第 3表 (″CD

∝意申曰

認定の有効期間の更新の申請に当たって|よ 法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出薔順)に配載した事項について、改

めて記載する必要はありません。

○ 二において、「費途が明らかでないもの」とは、法人が費用として支出した金額のうち、その費途を確認することができないも

のをいい、法人が名目に関わらず支出した金銭κその費途が明らかでないものが、これに当たります。 なお、意図的にその支出先を

明らかにしない支出がある場合も、当然に「費途が明らかでないもの」があることになり、認定を受けることはできません。

＾
●

注 意 事 項記 載 要 領項    目

区分欄の「④～①」の各欄には、実績判定期間の各事業

年度 (又は各年)を記載します。

第3表付表1「役員の)閃知 を記載して、日①」、日②」及

び「④」の各欄に該当する人数を転記します。

イの各欄

該当する一方を「○」で囲みます。

「上記を証する書類の名称とその内容等」欄には、例え

|よ 「定款 (又は会貝:D第○条に『各正会員の表決権は、平

とする』と規定」のように記載します。等なもの

口の各欄
「上記を証する書類の名称とその内容

等」欄には証する書類の内容を文言のと

おりに記載します。

①,「会計について公認会計士又は監査

法人の監査を受けている」の「はい」

LI⊆)1_L`!型易含菫El」壺自量塁正旦旦畳塗蚕

付してください。

② 「帳簿書類の備付け、取引の記録及

び帳簿書類の保存を青色申告法人に準

じて行っている」Q「はい上に「o」

』∠2L場全1⊆1」L_』塞L塁』壺]国L菫2__」塁選□型]

該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「④」から「①」についてlよ イに記載する各期間

(「④」から「①」)を示したもの
｀
です。

ハの各欄

該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「③」から「①」については、イに記載する各期間

( か ら

二の各欄

記載要領の補足



法人名
特定非営利活動法人

,

・ヽイオメディカルサイエンス研究会
③ ⑮ ◎ ① ◎ 申 請 時

15人

人

人

役  員  数 15人

(1}最も人数が多い「親族等」のグルー

プの人数
0人

(2}最も人数が多い「特定の法人の役員

又は使用人である者並びにこれらの 0人

者の親族等」のグループの

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

書式第8号 (法第44条・51条・58条関係)

役 員 の 状 況

水越 幹雄 理事
○

鈴木 達夫 監事

堀内 善信 理事

中通 慎二 理事

北林 厚生 監事

第 3表付表 1

就  任

H26.5。 24

○
就  任

H24.5.26

就  任

H28.5。 21

退  任

R02.11.3

就  任

H28.6.28

○

○

○

○

就  任

H28.5.21

就  任

H29.5。 29

役 員 の 内 訳

就 任 等 の 状 況

申請時◎
就任 。退任

年月日
⑤ ◎ ①○

職名 続柄等住  所氏  名

就  任

H24.5。 26

就  任

H30.5。 25

就  任

H18.5。 21

就  任

H26.5。 24

瀬島 俊介 理事
○

杉山 和良 理事

○

倉田 毅 理事
○

前川 秀彰 理事

○

太田 伸生 理事



柳 宇 理事

花田 信弘 理事

加藤 篤 理事

黒澤 秀行 理事

⌒
V

就  任

H29。 5.29

就  任

H29.5.29
○

○
就  任

H30.5.25

○

就  任

H30.5。 25

山岡 隆 理事
○

就  任

H30.5.25

就  任

H30.5。 25

山本 敦子 理事

○

(注意事項)

認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事

項について、添付を省略することができます



法 人 名 特定非営利活動法人バイオメディカルサイエンス研究会

伝 票 又 は 帳 簿 名 左の帳簿等の形態 記帳の時期 保存期間

会計ソフト (弥生会計)

総勘定元帳 随時 7年

使用 ルーズリーフ

会計ソフト

固定資産台帳 半年ごと 7年

(減価償却R4)使用

ルーズリーフ

エクセル使用

給与台帳及び源泉徴収簿 毎 月 7年

ルーズリーフ

エクセル使用

消耗品棚卸表 (ラ ボ用品)

ルーズリーフ 年一回 7年

入出金伝票 単票 囲時 7年

書式第9号 (法第44条・51条・58条関係)

帳 簿 組 織 の 状 況 第3表付表2

(記口腰罰
。 「伝票又は帳簿名」欄は、例えば n晩金出納幅日、「総勤定刀肛l、 「経費帳」などのよう:■]賊します。

・ 「左の帳銅等の形態」欄は、「3枚複写伝票」、ウL″ズリーフ」、踊質丁根簿」などのように記載します。

・ 『記帳の時期」欄は、「毎日」、「―週間ごと」のように記載します。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては 法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)i薔馘 した内容に変更

がないときは、添付を省略することができます。



書式第 10号 (法第 44条・51条・58条関係 )

認定基準等チェック表 (第 4表) 圃 剥

法人名 特定非営利活動法人バイメディカルサイエンス研究会 わ 州

4 事業活動に関して次に掲げる基準に適合していること
○

イ ていないこと

口 役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益を与えないこと、役員等又は役員等が支配する法人

と して特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の選任その他当法人

の財産の運用及び事業の運営に関して特別の利益を与えないこと、及び営利を目的とした事業を行う者、上

記イの活動を行う者又は特定の公職の候補唐若しくは公職にある者に対し寄附を行わないこと

ハ うち特定非営利活動に係る事業費の額の占める割合が80%以上で

あること

二 実績判定期間における受入寄附金総額の70%以上を特定非営利活動の事業費に充てていること

ロ

申訂郭寺◎項
口
日 ③ ⑤ ◎ ①

有 ・ 無 有 。無

有 ・ 無

有 ・ 無

無有有 有 任

有

有

有・ 無

有・ 無 有 ・ 無有・ 無 有 ・ 無

有 。無有 ・ 無 有 。無有 。無

宗教の教義を広め、儀式を行い、及

び信者を教fヒ育成する活動

政治上の主義を推進し、支持し、又

はこれに反対する活動

特定の公職の候補者若しくは公職に

ある者又は政党を推薦し、支持し、

又はこれらに反対する活動

項 目 ③ ⑮ ◎ ① ◎ 園話団

役員の職務の内容、職員に対する給与の支給の状況、当法人とその

活動内容及び事業規模が類似する他の法人の役員に対する報酬の支

給の状況等に照らして、当法人の役員に対する報酬の支給として過

大と認められる報酬の支給その他役員等に対し報酬又は給与の支給

に関して特別⊂澤溢ι秩与の有無

有 有。無 有・無 有 。無 有・無 有。無

有 。無

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が当該資産の

その譲渡の時における価額に比して著しく過少と認められる資産の

譲渡その他役員等又は役員等が支配する法人と当法人の間の資産の

譲渡等に関して特別α湘1溢C)供与の有無

有・無 有 。無 有・無 有・無

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び事業の運営

に関して特別の利益の供与の有無

′
~ヽ

有ヽ饉レ有 。無 有 。無 有・無 有。無 有・無

有・無営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者又は特定の公

職の候補者若しくは公職にある者に対する寄附の有無
有 有。無 有・無 有・無 有・無

∝憲中D
・ 『認定基準等チェック表 (第 4表)」 は、法第55条第1項に基づく書類 (役員輌酬規程噂提出書類)の提出時においても配載

及び添付する必要があります。その場合、曜賑理算時チェック表 第4表 (次葉)01崚び二)」 の配載及び添付の必要はありま

せん。

・ 認定の有効期間DI更新の申請に当たっては、法第騒彙第1項に基づく書類 (役員報酬規程簿提出:日目):=配載した事項につい

て、添付を省略することができます。



法人名 特定非営利活動法人バイオメディカルサイエンス研究会

5 次に掲げる書類について閲覧の請求があつた場合には、正当な理由がある場合を除きこれをその事

口 各認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類

二 役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の譲渡等に関する事項、寄附金に関する事項その他一定の事項

等を記載した書類

日を記載した書類′ヽ

ハ 寄附金を充当す した書類

務所において閲覧させること

イ 特定非営利活動促進法第28条に規定す

たック欄

O

次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこれをそ

の事務所において閲覧させることに同意する。

図回覧に関する細則 はA測印D等がある場創ヨま 枷 1網レ虜日D等を添付してくださしヽ

意同

しないけ」
ヽ_ノ

イ

① 事業報告書等 (事業報告書、財産目録、貸借対照表、活動計算書、鍛 名簿、社員のうち10人以上の者の

氏名及び住所又は居所を記した:書D
② 役員名簿

③ 定款等 (定款、認証書の写し、登記事項証明書の写D

各認定基準等に適合する旨を説明する書類、欠格事由に該当しない旨を説明する書類

寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

前事業年度の役員1報酬又曰職員給1与の1支給に関する,規程

次の事項を記載した書類

① 収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項

② 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項

③ 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項

・ 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上位5者との取引

・ 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と特殊

の関係のある者との取引

④ 寄附者 (役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当該法人に対する

割附金の額の事業年度中の合計額が2()万円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄附金の額及び受領年月

日

⑤ 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項

⑥ 支出した割附金の額並びにその相手先及び支出年月日

⑦ l海外への送金又は金銭の持出しを行った場合 (その金額が2∞万円以下の場合に限る。)におけるその金額及び

使途並嶼こその実施日

ロ

ハ

ホ

① 助成金の支給を行った場合に事後l端庁に提出した書類の写し

② l海外への送金又は金銭の持出し(その金額が2∞ 万円以下のものを除く。)を行う場合には事前に又は災害に対

する援助等緊急を要する場合には事後に酷 庁に提出した書類の写し

書式第 13号 (法第 44条・51条・58条関係 )

認定基準等チェッ

∝憲申D
・ 認定基準等チェック表第5表は、法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規層嘲田田■Dの提出時に記載及び添付する必要が

あります。

・ 認定の有」嶼肝

“

D更新の申請に当たつては、添付の必要はありません。

5



書式第14号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 6、 7、 8表)

法人名 特定非営利活動法人 バイオメディカルサイエンス研究会

認定基準等チェック表 (第 6表)

認定基準等チェック表  (第 7表)

認定基準等チェック表  (第 8表)

8 申請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後 1年を超える期間が経過し

ていること

チェ
"‖

田

事業年度 設立年月日

健遺1卿曰

・ 法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出□Dの提出時に当たっては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第鵬D
は、記載する必要はありませ|ん。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たって:よ 認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)の記コの必要はありません.また、法

第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に配載した事項について、改めて記載する必要はありません。

6 実績判定期間を含む各事業年度の特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等及び役員

名簿並びに定款等を同法第29条の規定により所轄庁に提出していること

チェック欄

特定非営利活動促進法第 28条に規定する事業報告書等及び役員名簿並びに定款等の所轄庁への提出の有無

③ ⑮ ◎ ④ ◎

有 ・ 無 有 ・ 無 有 毎 有 。 無 有 毎

7法 令又餞奏制こ基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利

益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと

九ック欄

○

法令に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する

事実の有無

○ :播u麟唱チェック表 (第 7表)iよ 法第55条第1項に基づく書類 (役員細冊熙要開出癬Dの提出時に記載及

び添付する必要があります。

③ ⑮ ◎ ① ◎ 申 請 時

有 ・ ① 有 ・ 無 有 ・ 無 有 0無 有 ・ 無 有 ・ 無



書式第15号 (法第44条・51条・58条関係)

欠格事由チェック表

法人名 特定非営利活動法人バイオメディカルサイエンス研究会 チリク‖‖

次のし

日轟ヨ ることができません。 O
1 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある場合
イ を取り リ された場

合において、その取消しの原因となった事実があつた日以前 1年内に当議認定特定非営利活動法人又は当該仮認定

しの日から5年を経過しないもの

口 禁銀以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しな

い者
ハ 特定jF営利活動促進法若しくは暴力団員不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑法204条等 0瀬口1)

若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律に違反したことによ

り、罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しない者
二 暴力団の構成員等

“
□隕2)

2 認定又は仮認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人

3 している法人

4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当議滞納処分の終了の日から3年を経過しない法人 (2

5 ら3年を経過しない法人

6 次のいずれかに該当する法人
イ 暴力団

6

イ はい

ロ はい

1 役員のうち、次のし

認定特定り:増ホ:幡動法人が認定を取り消された場合又は仮認定特定非瞥団聞勁法人が仮認定を取

り消された場合において、その取消しの原因となった事実があつた日以前 1年内に当該認定特定非

営利活動法人又は当該仮認定特定井者稲 動法人のその業務を行う理事であった者でその取消し

禁鋼以上の刑に処せられ、そσ沌好子を終わつた日又はそσ現好子を受けることがなくなつた日から5

有

有

の日から5年を経過しなし

年を経過しなし

特定非営利活動促進法若しくは暴力団員による不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑

法第204条等若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関す

る:法律に敲 したことにより、罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受けるこ

とがなくなった日から5年を経過しない者の有無

イ

ロ

ハ

ヽ

１
ノ

Ｇ

ヽ
ｌ
′

Ｇ

ヽ
ｌ

′
∈有

しヽlttr\'6認定又は仮認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人2

Etrr ( セヽｎ
６ 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人

4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされてし

しない法人

るヽもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過
はい

認定、仮認定又は認定の有効期間の更新の申請時に、」塁墜L聾墨こ塑壼堕屋璽握艶 ≧堂壁1空塁Ш□L型コ國菫2日

添付 「

(注 1)その他の事確ワ勲 あ`る場合:よ その他の事務所所在の滞納処分に係る納税証明書も添付すること

に

「
到

甲ユＦＦ」

EL\ ( セ`υｒＤ 国税にイ系る重加算税又は地方税に係る1重加算金を課された日から3年を経過しない法人


